
 

 

 

令和６年度介護保険事業者集団指導 

（千葉県健康福祉部高齢者福祉課） 
 
 
 

介護医療院 編 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



サービス別根拠法令 

１ 指定基準について 

 

 ２ 介護報酬の算定について 

 

サービス種別 根拠法令 

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介

護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）居宅療養管理指

導、通所介護、（介護予防）通所リハビリテ

ーション、（介護予防）短期入所生活介護、

（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護、（介護予防）福祉

用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売 

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例 

○指定介護予防サービス等の事業の人員、 

 設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例 

 

介護老人福祉施設 ○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例 

介護老人保健施設 ○介護老人保健施設の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準を定める条例 

介護医療院 ○介護医療院の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例 

サービス種別 根拠法令 

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介

護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）居宅療養管理指

導、通所介護、（介護予防）通所リハビリテ

ーション、（介護予防）短期入所生活介護、

（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護、（介護予防）福祉

用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売 

○指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（12.2.10 厚生省告示第

19 号）【令 6.3.15 厚生労働省告示第 86

号】 

○指定介護予防サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（18.3.14 厚生労働省

告示第 127 号【令 6.3.15 厚生労働省告示

第 86 号】 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介

護医療院、 

○指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準（12.2.10 厚生省告示第

21 号）【令 6.3.15 厚生労働省告示第 86

号】 



1 

【 介 護 医 療 院 】 

 

１ 人員に関する基準（「基準省令（介護医療院基準）」抜粋） 

（従業者の員数） 

第四条 法第百十一条第二項の規定により介護医療院に置くべき医師、看護師、介護支援専門

員及び介護その他の業務に従事する従業者の員数は、次のとおりとする。 

一 医師 常勤換算方法で、介護医療院の入所者のうちⅠ型療養床の利用者（以下この項及

び第六項において「Ⅰ型入所者」という。）の数を四十八で除した数に、介護医療院の入

所者のうちⅡ型療養床の利用者（以下この項及び第六項において「Ⅱ型入所者」という。）

の数を百で除した数を加えて得た数以上（その数が三に満たないときは三とし、その数に

一に満たない端数が生じたときは、その端数は一として計算する。）（第二十七条第三項

の規定により介護医療院に宿直を行う医師を置かない場合にあっては、入所者の数を百で

除した数以上（その数に一に満たない端数が生じたときは、その端数は一として計算す

る。）とする。） 

介護医療院で行われる（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハ

ビリテーションの事業所の職務であって、当該施設の職務と同時並行的に行われること

で入所者の処遇に支障がない場合は、介護医療院サービスの職務時間と（介護予防）通

所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハビリテーションの職務時間を合計して介

護医療院の勤務延時間数として差し支えない。 

二 薬剤師 常勤換算方法で、Ⅰ型入所者の数を百五十で除した数に、Ⅱ型入所者の数を三

百で除した数を加えて得た数以上 

三 看護師又は准看護師（第十二条及び第五十二条において「看護職員」という。） 常勤

換算方法で、介護医療院の入所者の数を六で除した数以上 

四 介護職員 常勤換算方法で、Ⅰ型入所者の数を五で除した数に、Ⅱ型入所者の数を六で

除した数を加えて得た数以上 

五 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 介護医療院の実情に応じた適当数 

六 栄養士又は管理栄養士 入所定員百以上の介護医療院にあっては、一以上 

七 介護支援専門員 一以上（入所者の数が百又はその端数を増すごとに一を標準とする。） 

八 診療放射線技師 介護医療院の実情に応じた適当数 

九 調理員、事務員その他の従業者 介護医療院の実情に応じた適当数 

２ 前項の入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に許可を受ける場合は、推定

数による。 
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３ 第一項の常勤換算方法は、当該介護医療院の従業者のそれぞれの勤務延時間数の総数を当

該介護医療院において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより常勤の従業者

の員数に換算する方法をいう。 

４ 介護医療院の従業者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する者でなければならない。た

だし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。 

５ 介護医療院の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。

ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、当該介護医療院の他の職務に従事することが

できるものとし、介護支援専門員が次項に規定する医療機関併設型介護医療院の職務に従事

する場合であって、当該医療機関併設型介護医療院の入所者の処遇に支障がない場合には、

当該医療機関併設型介護医療院に併設される病院又は診療所の職務に従事することができ

る。 

「常勤」…当該施設に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は道路を隔てて隣接す

る事業所をいう。ただし、管理上支障がない場合は、その他の事業所を含む。）の職務で

あって、当該施設の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものに

ついては、それぞれに係る勤務時間数の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達して

いれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、介護医療院、指定（介護予

防）通所リハビリテーション事業所及び指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所

が併設されている場合、介護医療院の管理者、指定（介護予防）通所リハビリテーション

事業所の管理者及び指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の管理者を兼務して

いる者は、その勤務時間数の合計が所定の時間数に達していれば、常勤要件を満たすこと

となる。 

６ 第一項第一号の規定にかかわらず、医療機関併設型介護医療院（病院又は診療所に併設さ

れ、入所者の療養生活の支援を目的とする介護医療院をいう。次項及び第四十五条第二項第

四号において同じ。）の医師の員数の基準は、常勤換算方法で、Ⅰ型入所者の数を四十八で

除した数に、Ⅱ型入所者の数を百で除した数を加えて得た数以上とする。 

７ 第一項第一号、第二号、第四号、第五号及び第七号並びに前項の規定にかかわらず、併設

型小規模介護医療院（医療機関併設型介護医療院のうち、入所定員が十九人以下のものをい

う。以下この項及び第五条第二項において同じ。）の医師、薬剤師、介護職員、理学療法士、

作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員の員数の基準は、次のとおりとする。 

一 医師、薬剤師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士 併設される医療機関が

病院の場合にあっては当該病院の医師、薬剤師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語

聴覚士により、併設される医療機関が診療所の場合にあっては当該診療所の医師により当
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該併設型小規模介護医療院の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かな

いことができること。 

二 介護職員 常勤換算方法で、当該併設型小規模介護医療院の入所者の数を六で除した数

以上 

三 介護支援専門員 当該併設型小規模介護医療院の実情に応じた適当数 
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２ 施設及び設備に関する基準（介護医療院基準抜粋） 

＜従来型＞ 

（施設の基準） 

第五条 介護医療院は、次に掲げる施設を有しなければならない。 

一 療養室 

二 診察室 

三 処置室 

四 機能訓練室 

五 談話室 

六 食堂 

七 浴室 

八 レクリエーション・ルーム 

九 洗面所 

十 便所 

十一 サービス・ステーション 

十二 調理室 

十三 洗濯室又は洗濯場 

十四 汚物処理室 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。 

一 療養室 

イ 一の療養室の定員は、四人以下とすること。 

ロ 入所者一人当たりの床面積は、八平方メートル以上とすること。 

ハ 地階に設けてはならないこと。 

ニ 一以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。 

ホ 入所者のプライバシーの確保に配慮した療養床を備えること。 

ヘ 入所者の身の回り品を保管することができる設備を備えること。 

ト ナース・コールを設けること。 

二 診察室 

イ 診察室は、次に掲げる施設を有すること。 

（１）医師が診察を行う施設 

（２）喀痰、血液、尿、糞便等について通常行われる臨床検査を行うことができる施

設（以下この号及び第四十五条第二項第二号において「臨床検査施設」という。） 

（３）調剤を行う施設 
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ロ イ（２）の規定にかかわらず、臨床検査施設は、臨床検査技師等に関する法律（昭

和三十三年法律第七十六号）第二条に規定する検体検査（以下単に「検体検査」と

いう。）の業務を委託する場合にあっては、当該検体検査に係る設備を設けないこ

とができる。 

ハ 臨床検査施設において検体検査を実施する場合にあっては、医療法施行規則（昭

和二十三年厚生省令第五十号）第九条の七から第九条の七の三までの規定を準用す

る。 

三 処置室 

イ 処置室は、次に掲げる施設を有すること。 

（１）入所者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設 

（２）診察の用に供するエックス線装置（定格出力の管電圧（波高値とする。）が十

キロボルト以上であり、かつ、その有するエネルギーが一メガ電子ボルト未満の

ものに限る。第四十五条第二項第三号イ（２）において「エックス線装置」とい

う。） 

ロ イ（１）に規定する施設にあっては、前号イ（１）に規定する施設と兼用するこ

とができる。 

四 機能訓練室 

内法による測定で四十平方メートル以上の面積を有し、必要な器械及び器具を備

えること。ただし、併設型小規模介護医療院にあっては、機能訓練を行うために十

分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えること。 

五 談話室 

入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さを有すること。 

六 食堂 

内法による測定で、入所者一人当たり一平方メートル以上の面積を有すること。 

七 浴室 

イ 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

ロ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けるこ

と。 

八 レクリエーション・ルーム 

レクリエーションを行うために十分な広さを有し、必要な設備を備えること。 

九 洗面所 

身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。 

十 便所 
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身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。 

３ 第一項各号に掲げる施設は、専ら当該介護医療院の用に供するものでなければならな

い。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。 

 

（経過措置） 

附則第二条 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第七条第二項第四号に規定する療

養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又

は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換（当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床の病床数を減少させるとともに、当該病院等の施設を介護

医療院、軽費老人ホーム（老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の

六に規定する軽費老人ホームをいう。）その他の要介護者、要支援者その他の者を入

所又は入居させるための施設の用に供することをいう。以下同じ。）を行って介護医

療院（ユニット型介護医療院を除く。）を開設する場合における当該転換に係る療養

室については、第五条第二項第一号ロの規定にかかわらず、新築、増築又は全面的な

改築の工事が終了するまでの間は、入所者一人当たりの床面積は、六・四平方メート

ル以上とする。 

附則第六条 平成十八年七月一日から平成三十年三月三十一日までの間に、療養病床等

を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床の転換を行って介護老人保健施設（以下「介護療養型老人保健施設」とい

う。）を開設した場合であって、平成三十六年三月三十一日までの間に当該介護療養

型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療院を開設した場合にお

いて、当該介護医療院の建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この省令の

施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）についての第五条第二

項及び第四十五条第二項の適用については、第五条第二項第二号イ中「という。）」

とあるのは「という。）。ただし、近隣の場所にある医療機関との連携により入所者

に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないことがで

きる。」と、「調剤を行う施設」とあるのは「調剤を行う施設。ただし、近隣の場所

にある薬局と連携することにより入所者に対する介護医療院サービスの提供に支障

がない場合にあっては、置かないことができる。」と、同項第三号中「という。）」

とあるのは「という。）。ただし、近隣の場所にある医療機関との連携により入所者

に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないことがで

きる。」と、第四十五条第二項第二号イ中「臨床検査施設」とあるのは「臨床検査施

設。ただし、近隣の場所にある医療機関との連携により入居者に対する介護医療院サ
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ービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないことができる。」と、「調剤を

行う施設」とあるのは「調剤を行う施設。ただし、近隣の場所にある薬局と連携する

ことにより入居者に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、

置かないことができる。」と、同項第三号中「エックス線装置」とあるのは「エック

ス線装置。ただし、近隣の場所にある医療機関との連携により入居者に対する介護医

療院サービスの提供に支障がない場合にあっては、置かないことができる。」とする。 

附則第七条 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月三十

一日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介

護医療院（ユニット型介護医療院を除く。）を開設した場合における当該介護医療院

に係る療養室については、第五条第二項第一号ロの規定にかかわらず、新築、増築又

は全面的な改築の工事が終了するまでの間は、入所者一人当たりの床面積は、六・四

平方メートル以上とする。 

附則第十一条 病床を有する診療所の開設者が、当該診療所の病床を令和六年三月三十一

日までの間に転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の浴室に

ついては、第五条第二項第七号ロ及び第四十五条第二項第五号ロの規定にかかわらず、新

築、増築又は全面的な改築の工事が終了するまでの間は、一般浴槽のほか、入浴に介助を

必要とする者の入浴に適した設備を設けることとする。 

 

（構造設備の基準） 

第六条 介護医療院の構造設備の基準は、次のとおりとする。 

一 介護医療院の建物（入所者の療養生活のために使用しない附属の建物を除く。以下

同じ。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号

の二に規定する耐火建築物をいう。以下この条及び第四十五条において同じ。）とす

ること。ただし、次のいずれかの要件を満たす二階建て又は平屋建ての介護医療院の

建物にあっては、準耐火建築物（建築基準法第二条第九号の三に規定する準耐火建築

物をいう。以下この条及び第四十五条において同じ。）とすることができる。 

イ 療養室その他の入所者の療養生活に充てられる施設（以下この項及び第四十五条

第四項において「療養室等」という。）を二階及び地階のいずれにも設けていない

こと。 

ロ 療養室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満

たすこと。 

（１）当該介護医療院の所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町村にあ

っては、市町村長。第四十五条第四項において同じ。）又は消防署長と相談の上、



8 

第三十二条第一項の規定による計画に入所者の円滑かつ迅速な避難を確保する

ために必要な事項を定めること。 

（２）第三十二条第一項の規定による訓練については、同項の計画に従い、昼間及び

夜間において行うこと。 

（３）火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との

連携体制を整備すること。 

二 療養室等が二階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞ

れ一以上設けること。 

三 療養室等が三階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避難階段を二以上

設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百

三十八号）第百二十三条第一項の規定による避難階段としての構造とする場合は、そ

の直通階段の数を避難階段の数に算入することができる。 

四 診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備については、危

害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関する構造設備については、医療法

施行規則第三十条、第三十条の四、第三十条の十三、第三十条の十四、第三十条の十

六、第三十条の十七、第三十条の十八（第一項第四号から第六号までを除く。）、第

三十条の十九、第三十条の二十第二項、第三十条の二十一、第三十条の二十二、第三

十条の二十三第一項、第三十条の二十五、第三十条の二十六第三項から第五項まで及

び第三十条の二十七の規定を準用する。この場合において、同令第三十条の十八第一

項中「いずれか及び第四号から第六号までに掲げる措置」とあるのは、「いずれか」

と読み替えるものとする。 

五 階段には、手すりを設けること。 

六 廊下の構造は、次のとおりとすること。 

イ 幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、二・七メートル

以上とすること。 

ロ 手すりを設けること。 

ハ 常夜灯を設けること。 

七 入所者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要な設備を備え

ること。 

八 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

２ 前項第一号の規定にかかわらず、都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指

定都市又は中核市の市長。第四十五条第五項において同じ。）が、火災予防、消火活動

等に関し専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木
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造かつ平屋建ての介護医療院の建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されて

いると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等

火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延

焼の抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円

滑な消火活動が可能なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等によ

り、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人

員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 

 

（経過措置） 

附則第三条 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養

病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を行って介護

医療院を開設する場合における当該介護医療院の建物については、第六条第一項第一号及

び第四十五条第四項第一号の規定は、適用しない。 

附則第四条 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養

病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を行って介護

医療院を開設する場合における当該介護医療院の屋内の直通階段及びエレベーターにつ

いての第六条第一項及び第四十五条第四項第二号の規定の適用については、第六条第一項

第二号及び第四十五条第四項第二号中「屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ一以

上設けること」とあるのは、「屋内の直通階段を二以上設けること。ただし、エレベータ

ーが設置されているもの又は二階以上の各階における療養室の床面積の合計がそれぞれ

五十平方メートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材料（建築基準法第二条第

九号に規定する不燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては、百平方メートル）

以下のものについては、屋内の直通階段を一とすることができる」とする。 

附則第五条 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養

病床等又は当該診療所の病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を行って介護

医療院を開設する場合における当該介護医療院の療養室に隣接する廊下については、第六

条第一項第六号イ及び第四十五条第四項第六号イの規定にかかわらず、幅は、一・二メー

トル以上とする。ただし、中廊下の幅は、一・六メートル以上とする。 

附則第八条 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月三十一日

までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療院
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を開設した場合における当該介護医療院の建物については、第六条第一項第一号及び第四

十五条第四項第一号の規定は、適用しない。 

附則第九条 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月三十一日

まで    の間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介

護医療院を開設した場合における当該介護医療院の屋内の直通階段及びエレベーターに

ついての第六条第一項及び第四十五条第四項第二号の規定の適用については、第六条第一

項第二号及び第四十五条第四項第二号中「屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ一

以上設けること」とあるのは、「屋内の直通階段を二以上設けること。ただし、エレベー

ターが設置されているもの又は二階以上の各階における療養室の床面積の合計がそれぞ

れ五十平方メートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材料（建築基準法第二条

第九号に規定する不燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては、百平方メートル）

以下のものについては、屋内の直通階段を一とすることができる」とする。 

附則第十条 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって、平成三十六年三月三十一日

までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃止するとともに、介護医療院

を開設した場合における当該介護医療院の療養室に隣接する廊下については、第六条第一

項第六号イ及び第四十五条第四項第六号イの規定にかかわらず、幅は、一・二メートル以

上とする。ただし、中廊下の幅は、一・六メートル以上とする。 
 

＜ユニット型＞ 

（施設の基準） 

第四十五条 ユニット型介護医療院は、次に掲げる施設を有しなければならない。 

一 ユニット 

二 診察室 

三 処置室 

四 機能訓練室 

五 浴室 

六 サービス・ステーション 

七 調理室 

八 洗濯室又は洗濯場 

九 汚物処理室 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。 

一 ユニット 

イ 療養室 
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（１）一の療養室の定員は、一人とすること。ただし、入居者への介護医療院サービ

スの提供上必要と認められる場合は、二人とすることができる。 

（２）療養室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室

に近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの入居者の定員は、原則

としておおむね十人以下とし、十五人を超えないものとする。 

（３）一の療養室の床面積等は、十・六五平方メートル以上とすること。ただし、（１）

ただし書の場合にあっては、二十一・三平方メートル以上とすること。 

（４）地階に設けてはならないこと。 

（５）一以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けること。 

（６）入居者のプライバシーの確保に配慮した療養床を設けること。 

（７）ナース・コールを設けること。 

ロ 共同生活室 

（１）共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの入居者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有するこ

と。 

（２）一の共同生活室の床面積は、二平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの入居者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

（３）必要な設備及び備品を備えること。 

ハ 洗面設備 

（１）療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

（２）身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

ニ 便所 

療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

二 診察室 

イ 診察室は、次に掲げる施設を有すること。 

（１）医師が診察を行う施設 

（２）臨床検査施設 

（３）調剤を行う施設 

ロ イ（２）の規定にかかわらず、検体検査の業務を委託する場合にあっては、当該

検体検査に係る設備を設けないことができる。 

ハ 臨床検査施設において検体検査を実施する場合にあっては、医療法施行規則第九

条の七から第九条の七の三までの規定を準用する。 

三 処置室 
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イ 処置室は、次に掲げる施設を有すること。 

（１）入居者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設 

（２）診察の用に供するエックス線装置 

ロ イ（１）に規定する施設にあっては、前号イ（１）に規定する施設と兼用するこ

とができる。 

四 機能訓練室 

内法による測定で四十平方メートル以上の面積を有し、必要な器械及び器具を備

えること。ただし、ユニット型併設型小規模介護医療院（ユニットごとに入居者の

日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる医療機関併設型介護医療院のう

ち、入居定員が十九人以下のものをいう。）にあっては、機能訓練を行うために十

分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えること。 

五 浴室 

イ 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

ロ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けるこ

と。 

３ 前項第四号及び第五号に掲げる設備は、専ら当該ユニット型介護医療院の用に供する

ものでなければならない。ただし、入居者に対する介護医療院サービスの提供に支障が

ない場合は、この限りでない。 

４ 前三項に規定するもののほか、ユニット型介護医療院の設備構造の基準は、次に定め

るところによる。 

一 ユニット型介護医療院の建物（入居者の療養生活のために使用しない附属の建物を

除く。以下この号及び次項において同じ。）は、耐火建築物とすること。ただし、次

のいずれかの要件を満たす二階建て又は平屋建てのユニット型介護医療院の建物に

あっては、準耐火建築物とすることができる。 

イ 療養室等を二階及び地階のいずれにも設けていないこと。 

ロ 療養室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満

たすこと。 

（１） 当該ユニット型介護医療院の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相談の

上、第五十四条において準用する第三十二条第一項の計画に入居者の円滑かつ迅

速な避難を確保するために必要な事項を定めること。 

（２） 第五十四条において準用する第三十二条第一項の規定による訓練について

は、同項の計画に従い、昼間及び夜間において行うこと。 

（３） 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等と
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の連携体制を整備すること。 

二 療養室等が二階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞ

れ一以上設けること。 

三 療養室等が三階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避難階段を二以上

設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準法施行令第百二十三条第一項の規定

による避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数に算入

することができる。 

四 診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備については、危

害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関する構造設備については、医療法

施行規則第三十条、第三十条の四、第三十条の十三、第三十条の十四、第三十条の十

六、第三十条の十七、第三十条の十八（第一項第四号から第六号までを除く。）、第

三十条の十九、第三十条の二十第二項、第三十条の二十一、第三十条の二十二、第三

十条の二十三第一項、第三十条の二十五、第三十条の二十六第三項から第五項まで及

び第三十条の二十七の規定を準用する。この場合において、同令第三十条の十八第一

項中「いずれか及び第四号から第六号までに掲げる措置」とあるのは、「いずれか」

と読み替えるものとする。 

五 階段には、手すりを設けること。 

六 廊下の構造は、次のとおりとすること。 

イ 幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、二・七メートル

以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより、入居者、従業者等

の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合には、一・五メートル以上（中廊

下にあっては、一・八メートル以上）として差し支えない。 

ロ 手すりを設けること。 

ハ 常夜灯を設けること。 

七 入居者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要な設備を備え

ること。 

八 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

５ 前項第一号の規定にかかわらず、都道府県知事が、火災予防、消火活動等に関し専門

的知識を有する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建

てのユニット型介護医療院の建物であって、火災に係る入居者の安全性が確保されてい

ると認めたときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等

火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延
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焼の抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円

滑な消火活動が可能なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等によ

り、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人

員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 
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３ 運営に関する基準（「基準条例」令和６年度改正箇所を抜粋） 

（口腔衛生の管理） 

第二十条の三 介護医療院は、入所者の口腔の健康の保持を図り、入所者が自立した日常

生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた

口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

介護医療院の入所者に対する口腔衛生の管理について、入所者の口腔の健康状態に

応じて、以下の手順により計画的に行うべきことを定めたものである。 

（１）当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士（以下「歯

科医師等」という。）が、当該施設の介護職員に対する口腔衛生の管理に係る技

術的助言及び指導を年２回以上行うこと。 

（２）当該施設の従業者又は歯科医師等が入所者毎に施設入所時及び月１回程度の口

腔の健康状態の評価を実施すること。 

（３）（１）の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者の口腔

衛生の管理体制に係る計画を作成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計

画を見直すこと。なお、口腔衛生の管理体制に係る計画に相当する内容を施設サ

ービス計画の中に記載する場合はその記載をもって口腔衛生の管理体制に係る

計画の作成に代えることができるものとすること。 

イ 助言を行った歯科医師 

ロ 歯科医師からの助言の要点 

ハ 具体的方策 

ニ 当該施設における実施目標 

ホ 留意事項・特記事項 

（４）医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対する口腔清

掃等に係る技術的助言及び指導又は（３）の計画に関する技術的助言及び指導を

行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯

に行うこと。 

なお、当該施設と計画に関する技術的助言若しくは指導又は口腔の健康状態の

評価を行う歯科医師等においては、実施事項等を文書で取り決めること。 

 

（管理者による管理） 

第二十六条 介護医療院の管理者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する常勤の者でな

ければならない。ただし、当該介護医療院の管理上支障のない場合は、同一敷地内にあ

る他の事業所若しくは施設等又はサテライト型特定施設若しくはサテライト型居住施
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設の職務に従事することができるものとする。 

介護医療院の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該介護医療院の管理業

務に従事するものである。ただし、以下の場合であって、介護医療院の管理業務に支

障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする。 

（２）同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者とし

ての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者

としての職務に従事する時間帯も、当該介護医療院の入所者へのサービス提供の

場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・ 

指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者

としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問

わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、

事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該介護医療院に駆け付

けることができない体制となっている場合などは、一般的には管理業務に支障が

あると考えられる。） 

（３） （略） 

 

（協力医療機関） 

第三十四条 介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次の各号に掲

げる要件を満たす協力医療機関（第三号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限

る。）を定めておかなければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定め

ることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

二 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保し

ていること。 

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又は協力医療機関その

他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として

受け入れる体制を確保していること。 

※上記の要件を満たす協力医療機関との連携は、令和９年４月１日から義務化。令和９年

３月３１日までは努力義務。 

２ 介護医療院は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等

の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該介護医療院に係る許可を行った

知事に届け出なければならない。 
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３ 介護医療院は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律

第百十四号）第六条第十七項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協

定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努

めなければならない。 

４ 介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二

種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければな

らない。 

５ 介護医療院は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病

状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該介護医療院に速やかに入所させ

ることができるように努めなければならない。 

６ 介護医療院は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。 

基準省令第３４条は、介護医療院の入所者の病状の急変等に対応するための協力医療機

関をあらかじめ定めておくこと、新興感染症の診療等を行う医療機関と新興感染症発生時

等における対応を取り決めるよう努めること、歯科医療の確保の観点からあらかじめ協力

歯科医療機関を定めておくよう努めること等を規定したものであること。 

協力医療機関の選定に当たっては、必要に応じ、地域の関係団体の協力を得て行われる

ものとするほか、介護医療院から近距離にあることが望ましい。 

（１）協力医療機関との連携（第１項） 

介護医療院の入所者の病状の急変時等に、相談対応や診療を行う体制を常時確保し

た協力医療機関及び緊急時に原則入院できる体制を確保した協力病院を定めなけれ

ばならない。その際、例えば同条第１項第１号及び第２号の要件を満たす医療機関と

同条第１項第３号の要件を満たす医療機関を別に定めるなど、複数の医療機関を定め

ることにより要件を満たすこととしても差し支えない。 

連携する医療機関は、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所、地域包括ケア病棟

（２００床未満）を持つ医療機関、在宅療養後方支援病院等の在宅医療を支援する地

域の医療機関（以下、在宅療養支援病院等）と連携を行うことが想定される。なお、

令和６年度診療報酬改定において新設される地域包括医療病棟を持つ医療機関は、前

述の在宅療養支援病院等を除き、連携の対象として想定される医療機関には含まれな

いため留意すること。 

また、第３号の要件については、必ずしも当該介護医療院の入所者が入院するため

の専用の病床を確保する場合でなくとも差し支えなく、一般的に当該地域で在宅療養

を行う者を受け入れる体制が確保されていればよい。 
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なお、協力医療機関との連携に係る義務付けの適用に当たっては、令和６年改正省

令附則第６条において、３年間の経過措置を設けており、令和９年３月３１日までの

間は、努力義務とされているが、経過措置期限を待たず、可及的速やかに連携体制を

構築することが望ましい。 

（２）協力医療機関との連携に係る届け出（第２項） 

協力医療機関と実効性のある連携体制を確保する観点から、年に１回以上、協力医

療機関と入所者の急変時等における対応を確認し、当該医療機関の名称や当該医療機

関との取り決めの内容等を開設許可を行った都道府県知事、指定都市又は中核市の市

長（以下「許可権者」という。）に届け出ることを義務づけたものである。届出につ

いては、別紙１によるものとする。協力医療機関の名称や契約内容の変更があった場

合には、速やかに許可権者に届け出ること。同条第１項の規定の経過措置期間におい

て、同条第１項第１号、第２号及び第３号の要件を満たす協力医療機関を確保できて

いない場合は、経過措置の期限内に確保するための計画を併せて届け出を行うこと。 

（３）新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携（第３項） 

介護医療院の入所者における新興感染症の発生時等に、感染者の診療等を迅速に対

応できる体制を平時から構築しておくため、感染症法第６条第１７項に規定する第二

種協定指定医療機関である病院又は診療所との新興感染症発生時等における対応を

取り決めるよう努めることとしたものである。 

取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新興感染症の発生の公表後４か月

程度から６カ月程度経過後）において、介護医療院の入所者が新興感染症に感染した

場合に、相談、診療、入院の要否の判断、入院調整等を行うことが想定される。なお、

第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行うことを

妨げるものではない。 

（４）協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合（第４項） 

協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合には、第２項で定められた入所

者の急変時等における対応の確認と合わせ、当該協力機関との間で、新興感染症の発

生時等における対応について協議を行うことを義務付けるものである。協議の結果、

当該協力医療機関との間で新興感染症の発生時等の対応の取り決めがなされない場

合も考えられるが、協力医療機関のように日頃から連携のある第二種協定指定医療機

関と取り決めを行うことが望ましい。 
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（５）医療機関に入院した入所者の退院後の受け入れ（第５項） 

「速やかに入所させることができるよう努めなければならない」とは、必ずしも退

院後に再入所を希望する入所者のために常にベッドを確保しておくということでは

なく、できる限り円滑に再入所できるよう努めなければならないということである。 

 

（掲示） 

第三十五条 介護医療院は、当該介護医療院の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤

務の体制、協力医療機関、利用料その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以

下この条において単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

２ 介護医療院は、重要事項を記載した書面を当該介護医療院に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 介護医療院は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

※第３項の規定は、令和７年４月１日から義務化。 

基準省令第３５条第１項は、介護医療院は、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、事

故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有

無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の入所申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を介護医療院の見やすい場所に掲

示することを規定したものである。また、同条第３項は、介護医療院は、原則として、重

要事項を当該介護医療院のウェブサイトに掲載することを規定したものであるが、ウェブ

サイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。な

お、介護医療院は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲げ

る点に留意する必要がある。 

③介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の４４各号に掲げる基

準に該当する介護医療院については、介護サービス情報制度における報告義務の対象で

はないことから、基準省令第３５条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うこ

とが望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項の規定

による掲示は行う必要があるが、これを同条第２項や基準省令第５５条第１項の規定に

基づく措置に代えることができること。 
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（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置） 

第四十条の三 介護医療院は、当該介護医療院における業務の効率化、介護サービスの質の向

上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該介護医療院における入所者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）を定期的に開催しなければならない。 

※当該委員会の設置は、令和９年４月１日から義務化。令和９年３月３１日までは努力義務。 

介護医療院基準第４０条の３は、介護現場の生産性向上の取組を促進する観点から、現

場における課題を抽出及び分析した上で、事業所の状況に応じた必要な対応を検討し、利

用者の尊厳や安全性を確保しながら事業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整

備するため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置及び開催について規定したものである。なお、本条の適

用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条において、３年間の経過措置を設けており、

令和９年３月３１日までの間は、努力義務とされている。 

本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等を行う職種を含む

幅広い職種により構成することが望ましく、各事業所の状況に応じ、必要な構成メンバー

を検討すること。なお、生産性向上の取組に関する外部の専門家を活用することも差し支

えないものであること。 

また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度については、

本委員会の開催が形骸化することがないよう留意した上で、各事業所の状況を踏まえ、適

切な開催頻度を決めることが望ましい。 

あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支援課「介護サービ

ス事業における生産性向上に資するガイドライン」等を参考に取組を進めることが望まし

い。また、本委員会はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとし、この際、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等を遵守すること。 

なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する会議（事故発生

の防止のための委員会等）を開催している場合、これと一体的に設置・運営することとし

て差し支えない。本委員会は事業所毎に実施が求められるものであるが、他のサービス事

業者との連携等により行うことも差し支えない。また、委員会の名称について、法令では

「利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会」と規定されたところであるが、他方、従来から生産性向上の取組を進
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めている事業所においては、法令とは異なる名称の生産性向上の取組を進めるための委員

会を設置し、開催している場合もあるところ、利用者の安全並びに介護サービスの質の確

保及び職員の負担軽減に資する方策が適切に検討される限りにおいては、法令とは異なる

委員会の名称を用いても差し支えない。 
 

＜ユニット型＞ 

（勤務体制の確保等） 

第五十二条 ユニット型介護医療院は、入居者に対し、適切な介護医療院サービスを提供

することができるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、入居者が安心して日常生活を送る

ことができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配慮する観点から、次の各号に

定める職員配置を行わなければならない。 

一 昼間については、ユニットごとに常時一人以上の介護職員又は看護職員を配置する

こと。 

二 夜間及び深夜については、二ユニットごとに一人以上の介護職員又は看護職員を夜

間及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。 

三 ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

３ ユニット型介護医療院は、当該ユニット型介護医療院の従業者によって介護医療院サ

ービスを提供しなければならない。ただし、入居者に対する介護医療院サービスの提供

に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

４ ユニット型介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上のために、その研修の機会

を確保しなければならない。その際、当該ユニット型介護医療院は、全ての従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規定する政令で定め

る者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

５ ユニット型介護医療院の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講するよ

う努めなければならない。 

６ ユニット型介護医療院は、適切な介護医療院サービスの提供を確保する観点から、職

場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するた

めの方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 
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４ 介護報酬の算定について（抜粋） 

 

（１）ユニットにおける職員に係る減算 １日につき９７／１００ 

ユニット型（Ⅰ型・Ⅱ型・特別）介護医療院サービス費について、別に厚生労働大臣が定める

施設基準を満たさない場合。 

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号（施設基準）・６８の３＞ 

イ 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

（２）身体拘束廃止未実施減算 ９０／１００ 

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合。 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号（大臣基準告示）・１００＞ 

介護医療院基準第１６条第５項及び第６項並びに第４７条第７項及び第８項規定する基準に適

合していること。 

＜参考＞介護医療院基準（※第４７条第７項及び第８項はユニット型についての同内容） 

第十六条 

５ 介護医療院は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

６ 介護医療院は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報

通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）

を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周

知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

 

（３）安全管理体制未実施減算 １日につき５単位 

別に厚生労働省が定める基準を満たさない場合。 

＜大臣基準告示・１００の２＞ 

介護医療院基準第４０条第１項に規定する基準に適合していること。 
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＜参考＞介護医療院基準 

第四十条 介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置

を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号の報告の方法等が記載された事故発生の防止のため

の指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

（４）高齢者虐待防止措置未実施減算 ９９／１００ 

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合。 

＜大臣基準告示・１００の２の２＞ 

介護医療院基準第４０条の２に規定する基準に適合していること。 

＜参考＞介護医療院基準 

第四十条の二 介護医療院は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる

措置を講じなければならない。 

一 当該介護医療院における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該介護医療院における虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 当該介護医療院において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研修

を定期的に実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

＜参考＞老企第４０号第２の８（１２） 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、施設において高齢者虐待が発生した場合では

なく、指定介護老人福祉施設基準第３５条の２（指定介護老人福祉施設基準第４９条におい

て準用している場合も含む。）に規定する措置を講じていない場合に、入所者全員について所

定単位数から減算することとなる。具体的には、虐待の防止のための対策を検討する委員会

を定期的に開催していない、虐待の防止のための指針を整備していない、虐待の防止のため

の研修を年２回以上実施していない又はこれらを適切に実施するための担当者を置いていな
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い事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から

３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の

翌月から改善が認められた月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算す

ることとする。 

 

（５）業務継続計画未策定減算 ９７／１００ 

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合。 

※令和７年３月３１日までは、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災

害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、適用しない。 

＜大臣基準告示・１００の２の３＞ 

介護医療院基準第３０条の２第１項に規定する基準に適合していること。 

＜参考＞介護医療院基準 

第三十条の二 介護医療院は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護医

療院サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な

措置を講じなければならない。 

 

（６）栄養管理に係る減算 １日につき１４単位 

別に厚生労働省が定める基準を満たさない場合。 

＜大臣基準告示・１００の３＞ 

介護医療院基準第４条に定める栄養士又は管理栄養士の員数を置いていること及び介護医療院

基準第２０条の２に規定する基準のいずれにも適合していること。 

＜参考＞介護医療院基準 

第四条 法第百十一条第二項の規定により介護医療院に置くべき医師、看護師、介護支援専

門員及び介護その他の業務に従事する従業者の員数は、次のとおりとする。 

六 栄養士又は管理栄養士 入所定員百以上の介護医療院にあっては、一以上 

第二十条の二 介護医療院は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活

を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければなら

ない。 

 

（７）療養環境減算（Ⅰ）・（Ⅱ） いずれも１日につき２５単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する場合。 
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＜施設基準・６８の４＞ 

イ 療養環境減算（Ⅰ）に係る施設基準 

介護医療院の療養室に隣接する廊下の幅が、内法による測定で、１．８メートル未満であ

ること。（両側に療養室がある廊下の場合にあっては、内法による測定で、２．７メートル未

満であること。） 

ロ 療養環境減算（Ⅱ）に係る施設基準 

介護医療院の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８未満であること。 

 

（８）若年性認知症入所者受入加算 １日につき１２０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院において、

若年性認知症患者（介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要

介護者となった入院患者をいう。）に対して介護医療院サービスを行った場合。ただし、認知症行

動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は、算定しない。 

＜大臣基準告示・６４＞ 

受け入れた若年性認知症入所者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに

個別の担当者を定めていること。 

 

（９）室料相当額控除 １日につき２６単位 

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅰ）のⅡ型介護医療院サービス費（ⅱ）、Ⅱ型介護医療院サービス

費（Ⅱ）のⅡ型介護医療院サービス費（ⅱ）、Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅲ）のⅡ型介護医療院

サービス費（ⅱ）及びⅡ型特別介護医療院サービス費のⅡ型特別介護医療院サービス費（ⅱ）に

ついて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護医療院。 

＜施設基準・６８の４の２＞ 

介護医療院の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上であること。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（１６） 

令和７年８月以降、当該介護医療院の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が

８以上である場合、多床室の利用者に係るⅡ型介護医療院サービス費及びⅡ型特別介護医療

院サービス費について、室料相当額を控除することとする。なお、療養室に係る床面積の合

計について療養室に係る床面積の合計については、内法による測定とすること。 

※室料相当額控除については、令和７年８月１日から適用。 
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（１０）外泊時費用 １月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位 

入所者に対して居宅における外泊を認めた場合。ただし、外泊の初日及び最終日は、算定でき

ない。 

 

（１１）試行的退所サービス費 １月に６日を限度として所定単位数に代えて 

１日につき８００単位 

入所者であって、退所が見込まれる者をその居宅において試行的に退所させ、介護医療院が居

宅サービスを提供する場合。ただし、試行的な退所に係る初日及び最終日は算定せず、外泊時費

用を算定している場合は算定しない。 

 

（１２）他科受診時費用 １月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位 

入所者に対し専門的な診療が必要になった場合であって、当該入所者に対し病院又は診療所に

おいて当該診療が行われた場合。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２０） 

①介護医療院の入所者が、入所者の病状からみて当該介護医療院において自ら必要な医療を

提供することが困難であると認めた場合には、協力医療機関その他の医療機関へ転医又は

対診を求めることを原則とする。 

②介護医療院サービス費を算定している入所者について、当該介護医療院サービス費に含ま

れる診療を他医療機関で行った場合には、当該他医療機関は当該費用を算定できない。 

③②にかかわらず、介護医療院サービス費を算定する入所者に対し眼科等の専門的な診療が

必要となった場合（当該介護医療院に当該診療に係る診療科がない場合に限る。）であって、

当該入所者に対し当該診療が行われた場合（当該診療に係る専門的な診療科を標榜する他

医療機関において、別途定める診療行為が行われた場合に限る。）は、当該他医療機関にお

いて診療が行われた日に係る介護医療院サービス費は、１月に４日を限度として所定単位

数に代えて１日につき３６２単位を算定するものとする。当該所定単位数を算定した日に

おいては、特別診療費に限り別途算定できる。 

④他医療機関において③の規定により費用を算定することのできる診療が行われた場合に

は、当該利用者が入所している介護医療院において、当該他医療機関に対し、当該診療に

必要な情報（当該介護医療院での介護医療院サービス費及び必要な診療科を含む。）を文書

により提供する（これらに要する費用は患者が入所している介護医療院が負担する。）とと

もに、診療録にその写しを添付する。 
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（１３）初期加算 入所した日から起算して３０日以内の期間について１日につき３０単位 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２１） 

①初期加算は、入所者については、介護医療院へ入所した当初には、施設での生活に慣れる

ために様々な支援を必要とすることから、入所日から３０日間に限って、加算するもので

ある。 

②「入所日から３０日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行っている間は、初期加算を

算定できないこと。 

③当該施設における過去の入所及び短期入所療養介護との関係 

初期加算は、当該入所者が過去３月間（ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭ

に該当する者の場合は過去１月間とする。）の間に、当該介護医療院に入所したことがない

場合に限り算定できることとする。 

なお、当該介護医療院の短期入所療養介護を利用していた者が日を空けることなく引き

続き当該施設に入所した場合については、初期加算は入所直前の短期入所療養介護の利用

日数を３０日から控除して得た日数に限り算定するものとする。 

 

（１４）退所時栄養情報連携加算 １月につき１回を限度として７０単位 

別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態にあると医師が判断した

入所者が、介護医療院から退所する際に、その居宅に退所する場合は当該入所者の主治の医師の

属する病院又は診療所及び介護支援専門員に対して、病院、診療所又は他の介護保険施設（以下

「医療機関等」という。）に入院又は入所する場合は当該医療機関等に対して、当該入所者の同意

を得て、管理栄養士が当該入所者の栄養管理に関する情報を提供したとき。ただし、栄養管理に

係る減算又は栄養マネジメント強化加算を算定している場合は、算定しない。 

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号（利用者等告示）・７３＞ 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容

を有する腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、

嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食及び特別な場合の検査食（単なる流動

食及び軟食を除く。） 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２２） 

①退所時栄養情報連携加算は、介護医療院と医療機関等の有機的連携の強化等を目的とした

ものであり、入所者の栄養に関する情報を相互に提供することにより、継続的な栄養管理

の確保等を図るものである。 

②退所時栄養情報連携加算は、別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低

栄養状態にあると医師が判断した入所者が、介護医療院からその居宅に退所する場合、当
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該入所者の主治の医師の属する病院又は診療所及び介護支援専門員に対して、当該介護医

療院の管理栄養士が当該入所者の栄養管理に関する情報を提供したときに算定できる。ま

た、当該入所者が病院、診療所若しくは他の介護保険施設（以下、「医療機関等」という。）

に入院若しくは入所する場合、当該医療機関等に対して、当該介護医療院の管理栄養士が

当該入所者の栄養管理に関する情報を提供したときに算定できる。 

なお、当該加算は、当該入所者が退所した日の属する月において、１月に１回を限度と

して算定できる。 

③栄養管理に関する情報とは、提供栄養量、必要栄養量、食事形態（嚥下食コード含む。）、

禁止食品、栄養管理に係る経過等をいう。 

④栄養管理に関する情報の提供については別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、

栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参照されたい。 

⑤退所時栄養情報連携加算の対象となる特別食は、別に厚生労働大臣が定める特別食に加え、

心臓疾患等の入所者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の入所者に対する潰瘍食、侵襲の大き

な消化管手術後の入所者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機

能が低下している入所者に対する低残渣食並びに高度肥満症（肥満度がプラス４０％以上

又はＢＭＩが３０以上）の入所者に対する治療食をいう。 

なお、高血圧の入所者に対する減塩食（食塩相当量の総量が６．０グラム未満のものに

限る。）及び嚥下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、介

護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、退所時栄養情報連携加算の対象

となる特別食に含まれる。 

 

（１５）再入所時栄養連携加算 入所者１人につき１回を限度として２００単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院に入所している者が退所し、当該者が病

院又は診療所に入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該介護医療院に入所する際、

当該者が別に厚生労働大臣が定める特別食等を必要とするものであり、当該介護医療院の管理栄

養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者に関する栄養ケア計画を策定したとき。

ただし、栄養管理に係る減算を算定している場合は、算定しない。 

＜大臣基準告示・６５の２＞ 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

＜利用者等告示・７３＞ 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容

を有する腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、
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嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食及び特別な場合の検査食（単なる流動

食及び軟食を除く。） 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２３） 

②嚥下調整食は、硬さ、付着性、凝集性などに配慮した食事であって、日本摂食嚥下リハビ

リテーション学会の分類に基づくものをいう。また、心臓疾患等の者に対する減塩食、十

二指腸潰瘍の者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の入所者に対する潰瘍食、ク

ローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している者に対する低残渣食並びに

高度肥満症（肥満度がプラス４０％以上又はＢＭＩが３０以上）の者に対する治療食を含

む。なお、高血圧の者に対する減塩食（食塩相当量の総量が６．０グラム未満のものに限

る。）及び嚥下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、介護

福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、再入所時栄養連携加算の対象とな

る特別食に含まれる。 

 

（１６）退所前訪問指導加算 入所中１回（入所後早期に退所前訪問指導の必要があると 

認められる入所者にあっては、２回）を限度として４６０単位 

入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って当該入所者が退所後生活する居

宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った場合。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入所者

の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算

定する。 

 

（１７）退所後訪問指導加算 退所後１回を限度として４６０単位 

入所者の退所後３０日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対して

療養上の指導を行った場合。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入所者

の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算

定する。 

 

（１８）退所時指導加算 入所者１人につき１回を限度として４００単位 

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において療養を継続する場合において、当

該入所者の退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の療養上の指導を行った場合。 
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（１９）退所時情報提供加算 （Ⅰ）については入所者１人につき１回に限り５００単位 

（Ⅱ）については入所者１人につき１回に限り２５０単位 

ア 退所時情報提供加算（Ⅰ）について 

入所者が退所し、その居宅において療養を継続する場合において、当該入所者の退所後の

主治の医師に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況、心身の状況、生活

歴等の情報を提供した上で、当該入所者の紹介を行った場合。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入

所者の同意を得て、当該社会福祉施設等に対して当該入所者の診療状況、心身の状況、生活

歴等の当該入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。 

イ 退所時情報提供加算（Ⅱ）について 

入所者が退所し、医療機関に入院する場合において、当該医療機関に対して、当該入所者

の同意を得て、当該入所者の心身の状況、生活歴等の情報を提供した上で、当該入所者の紹

介を行った場合。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２４） 

③退所時情報提供加算（Ⅱ） 

イ 入所者が退所して医療機関に入院する場合、当該医療機関に対して、入所者を紹介す

るに当たっては、別紙様式１３の文書に必要な事項を記載の上、当該医療機関に交付す

るとともに、交付した文書の写しを診療録に添付すること。 

ロ 入所者が医療機関に入院後、当該医療機関を退院し、同一月に再度当該医療機関に入

院する場合には、本加算は算定できない。 

 

 

（２０）退所前連携加算 入所者１人につき１回を限度として５００単位 

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービスを利用する場合にお

いて、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し

て、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅

サービスに必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サ

ービスの利用に関する調整を行った場合。 

 

（２１）訪問看護指示加算 入所者１人につき１回を限度として３００単位 

入所者の退所時に、介護医療院の医師が、診療に基づき、指定訪問看護、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護（訪問看護サービスを行う場合に限る。）又は指定看護小規模多機能型居宅介

護（看護サービスを行う場合に限る。）の利用が必要であると認め、当該入所者の選定する指定訪
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問看護ステーション、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所に対して、当該入所者の同意を得て、訪問看護指示書を交付した場合。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２４） 

⑥訪問看護指示加算 

イ 介護医療院から交付される訪問看護指示書に指示期間の記載がない場合は、その指示

期間は１月であるものとみなすこと。 

ロ 訪問看護指示書は、診療に基づき速やかに作成・交付すること。 

ハ 訪問看護指示書は、特に退所する者の求めに応じて、退所する者又はその家族等を介

して訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は複合型サー

ビス事業所に交付しても差し支えないこと。 

ニ 交付した訪問看護指示書の写しを診療録等に添付すること。 

ホ 訪問看護の指示を行った介護医療院は、訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所又は複合型サービス事業所からの訪問看護の対象者についての相

談等に懇切丁寧に応じること。 

 

（２２）協力医療機関連携加算 

介護医療院において、協力医療機関（介護医療院基準第３４条第１項本文に規定する協力医療

機関をいう。）との間で、入所者の同意を得て、当該入所者の病歴等の情報を共有する会議を定期

的に開催している場合。 

（１）当該協力医療機関が、介護医療院基準第３４条第１項各号に掲げる要件を満たしている

場合 １月につき５０単位（※令和７年３月３１日までの間は、１００単位） 

（２）（１）以外の場合 １月につき５単位 

＜参考＞介護医療院基準 

第三十四条 介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次の各号に

掲げる要件を満たす協力医療機関（第三号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院

に限る。）を定めておかなければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として

定めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

二 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保

していること。 

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又は協力医療機関そ

の他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則と
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して受け入れる体制を確保していること。 

※上記の要件を満たす協力医療機関との連携は、令和９年４月１日から義務化。令和９

年３月３１日までは努力義務。 

 

＜参考＞老企第４０号第２の８（２６） 

①本加算は、高齢者施設等と協力医療機関との実効性のある連携体制を構築する観点から、

入所者の急変時等に備えた関係者間の平時からの連携を強化するため、入所者の病歴等の

情報共有や急変時等における対応の確認等を行う会議を定期的に開催することを評価する

ものである。 

②会議では、特に協力医療機関に対して診療の求めを行うこととなる可能性が高い入所者や

新規入所者を中心に情報共有や対応の確認等を行うこととし、毎回の会議において必ずし

も入所者全員について詳細な病状等を共有しないこととしても差し支えない。 

③協力医療機関が介護医療院基準第３４条第１項第１号から第３号までに規定する要件（以

下、３要件という。）を満たしている場合には（１）の５０単位（令和７年３月３１日まで

の間は１００単位）、それ以外の場合は（２）の５単位を加算する。（１）について、複数

の医療機関を協力医療機関として定めることにより３要件を満たす場合には、それぞれの

医療機関と会議を行う必要がある。（１）を算定する場合において、介護医療院基準第３４

条第２項に規定する届出として３要件を満たす医療機関の情報を都道府県等に届け出てい

ない場合には、速やかに届け出ること。 

④「会議を定期的に開催」とは、概ね月に１回以上開催されている必要がある。ただし、電

子的システムにより当該協力医療機関において、当該施設の入所者の情報が随時確認でき

る体制が確保されている場合には、定期的に年３回以上開催することで差し支えないこと

とする。なお、協力医療機関へ診療の求めを行う可能性の高い入所者がいる場合において

は、より高い頻度で情報共有等を行う会議を実施することが望ましい。 

⑤会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な

機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守す

ること。 

⑥本加算における会議は、介護医療院基準第３４条第２項に規定する、入所者の病状が急変

した場合の対応の確認と一体的に行うこととしても差し支えない。 

⑦会議の開催状況については、その概要を記録しなければならない。 
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（２３）栄養マネジメント強化加算 １日につき１１単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院において、入所

者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合。ただし、栄養管理に係る減算を算定してい

る場合は、算定しない。 

＜大臣基準告示・１００の４＞ 

次のいずれにも適合すること。 

イ 管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を５０で除して得た数以上配置していること。た

だし、常勤の栄養士を１名以上配置し、当該栄養士が給食管理を行っている場合にあっては、

管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を７０で除して得た数以上配置していること。 

ロ 低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科医師、

管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成した栄養ケア計画に従

い、当該入所者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い、当該入所者ごとの栄養状

態、心身の状況及び嗜好を踏まえた食事の調整等を実施すること。 

ハ ロに規定する入所者以外の入所者に対しても、食事の観察の際に変化を把握し、問題がある

と認められる場合は、早期に対応していること、 

ニ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、

当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用しているこ

と。 

ホ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

（２４）経口移行加算 経口移行計画が作成された日から起算して１８０日以内の期間に限り 

１日につき２８単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院において、医師の指示に基づき、医師、

歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、現に経管により

食事を摂取している入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成して

いる場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理

及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合。ただし、栄養管理に係る減算を算定し

ている場合は、算定しない。 

経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄

養管理及び言語聴覚士又は看護職員が行う支援が、当該計画が作成された日から起算して１８０

日を超えた期間に行われた場合であっても、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医

師の指示に基づき継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要とされ
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るものに対しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。 

＜大臣基準告示・６６＞ 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

（２５）経口維持加算 （Ⅰ）については１月につき４００単位 

（Ⅱ）については１月につき１００単位 

ア 経口維持加算（Ⅰ） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院において、現に経口により食事を摂

取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科

医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種

の者が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごと

に、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であっ

て、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当

該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又

は栄養士が、栄養管理を行った場合。ただし、栄養管理に係る減算又は経口移行加算を算定

している場合は算定しない。 

イ 経口維持加算（Ⅱ） 

協力歯科医療機関を定めている介護医療院が、経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合で

あって、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するための食事の観察及び会議等に、

医師（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第４条第１項第１号に規定

する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合。 

＜大臣基準告示・６７＞ 

イ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されていること。 

ハ 誤嚥等が発生した場合の管理体制が整備されていること。 

ニ 食形態の配慮など誤嚥防止のための適切な配慮がなされていること。 

ホ ロからニまでについて医師、管理栄養士、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共

同して実施するための体制が整備されていること。 

 

（２６）口腔衛生管理加算 （Ⅰ）については１月につき ９０単位 

（Ⅱ）については１月につき１１０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院において、入所者に対し、歯科衛生士が

口腔衛生の管理を行った場合。ただし、いずれかの加算を算定している場合においては、その他
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の加算は算定しない。 

＜大臣基準告示・６９＞ 

イ 口腔衛生管理加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者

の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。 

（２）歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月２回以上行

うこと。 

（３）歯科衛生士が、（１）における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対し、

具体的な技術的助言及び指導を行うこと。 

（４）歯科衛生士が、（１）における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対

応すること。 

（５）定員超過利用・人員欠如基準に該当していないこと。 

ロ 口腔衛生管理加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２）入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生の管理の実施

に当たって、当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活

用していること。 

 

（２７）療養食加算 １日につき３回を限度として６単位 

次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院が、別に厚生労働大

臣が定める療養食を提供したとき。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院において行われている

こと。 

＜利用者等告示・７４＞ 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容

を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及

び特別な場合の検査食 

＜大臣基準告示・３５＞ 

定員超過利用・人員基準欠如（看護師比率に係る部分等を除く）に該当していないこと。 
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（２８）在宅復帰支援機能加算 １日につき１０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院であって、次に掲げる基準のいずれにも

適合している場合。 

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。 

ロ 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、入所者に係る居宅サービスに必

要な情報の提供及び退所後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。 

＜大臣基準告示・９１＞ 

イ 算定日が属する月の前６月間において当該施設から退所した者の総数のうち、当該期間内に

退所し、在宅において介護を受けることとなったもの（当該施設における入所期間が１月間を

超えていた退所者に限る。）の占める割合が１００分の３０を超えていること。 

ロ 退所者の退所後３０日以内に、当該施設の従業者が当該退所者の居宅を訪問すること又は指

定居宅介護支援事業者から情報提供を受けることにより、当該退所者の在宅における生活が１

月以上継続する見込みであることを確認し、記録していること。 

 

（２９）特別診療費 別に厚生労働大臣が定める単位数（平成１２年厚生省告示第３０号）に 

１０円を乗じて得た額 

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った介護医療院において、入所者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日

常的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるもの（平成１２年厚生省告示第３０号）

を行った場合。 

 

（３０）緊急時治療管理 1 日につき５１８単位 

入所者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理としての

投薬、検査、注射、処置等を行ったとき。同一の入所者について１月に１回、連続する３日を限

度として算定する。 

 

（３１）特定治療 当該診療に係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定める点数に 

１０円を乗じて得た額 

医科診療報酬点数表第１章及び第２章において、高齢者の医療の確保に関する法律第５７条第

３項に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハビリテーション、処置、手

術、麻酔又は放射線治療（別に厚生労働大臣が定めるもの（利用者等告示・７４）を除く。）を行

った場合。 
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（３２）認知症専門ケア加算 （Ⅰ）については１日につき３単位 

（Ⅱ）については１日につき４単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院において、

別に厚生労働大臣が定める者に対して、専門的な認知症ケアを行った場合。ただし、いずれかの

加算を算定している場合においては、その他の加算は算定せず、認知症チームケア推進加算を算

定している場合においては、算定しない。 

＜大臣基準告示・３の５＞ 

イ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）施設における入所者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認

められることから介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」）の占める割合が２分の１以

上であること。 

（２）認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、施設における対象者の数が２０人未

満である場合にあっては、１以上、対象者の数が２０人以上である場合にあっては１に対象

者の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チーム

として専門的な認知症ケアを実施していること。 

（３）当該施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議

を定期的に開催していること。 

ロ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イの基準のいずれにも適合すること。 

（２）認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、施設全体の認

知症ケアの指導等を実施していること。 

（３）当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該

計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。 

＜利用者等告示・７４の３＞ 

日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知

症の者 

＜参考＞老企第４０号第２の８（３５） 

①「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必

要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指

すものとする。 

②「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」

（平成１８年３月３１日老発第０３３１０１０号厚生労働省老健局長通知）、「認知症介護
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実践者等養成事業の円滑な運営について」（平成１８年３月３１日老計第０３３１００７号

厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」及び認知症看護に

係る適切な研修を指すものとする。 

③「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

④「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指

導者研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

 

（３３）認知症チームケア推進加算 （Ⅰ）については１月につき１５０単位 

（Ⅱ）については１月につき１２０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院が、別に厚

生労働大臣が定める者に対し認知症の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを行った場合。

ただし、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定せず、認知症専門

ケア加算を算定している場合においては、算定しない。（※内容については、別途通知（「認知症

チームケア推進加算に関する実施上の留意事項等について」）を参照すること。） 

＜大臣基準告示・５８の５の２＞ 

イ 認知症チームケア推進加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対す

る注意を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）の占める割合が２分の１以上であ

ること。 

（２）認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以下「予防等」という。）に資する

認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者又は認知症介護に係る専門的な研修

及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラムを含んだ研修を修了している

者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員から成る認知症の行動・心理症状に対応する

チームを組んでいること。 

（３）対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、その評価に基づく

値を測定し、認知症の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを実施していること。 

（４）認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、

計画の作成、認知症の行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り
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返り、計画の見直し等を行っていること。 

ロ 認知症チームケア推進加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）、（３）及び（４）に掲げる基準に適合すること。 

（２）認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している

者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員から成る認知症の行動・心理症状に対応する

チームを組んでいること。 

＜利用者等告示・７４の３の２＞ 

周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症の者 

 

（３４）認知症行動・心理症状緊急対応加算 入所した日から起算して７日を限度として、 

１日につき２００単位 

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った介護医療院において、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅で

の生活が困難であり、緊急に入所することが適当であると判断した者に対し、介護医療院サービ

スを行った場合。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（３７） 

①「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興

奮・暴言等の症状を指すものである。 

②本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められた際

に、介護医療院に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が継続される

ことを評価するものである。 

③本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の行動・心理症状」が認め

られ、緊急に介護医療院への入所が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援

専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、当該施設に入所した

場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開

始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設への入所ではなく、医療機関

における対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、

情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。 

④本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものであるため、入所

後速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・心理

症状」が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。 

⑤次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該加算は算定できないものであ

ること。 
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ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、短期利用特定施設

入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、地

域密着型特定施設入居者生活介護及び短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護を利

用中の者 

⑥判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、施設も判

断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記

録しておくこと。 

⑦当該加算の算定にあたっては、個室等、認知症の行動・心理症状の増悪した者の療養に相

応しい設備を整備すること。 

⑧当該加算は、当該入所者が入所前１月の間に、当該介護医療院に入所したことがない場合

及び過去１月の間に当該加算（他サービスを含む）を算定したことがない場合に限り算定

できることとする。 

 

（３５）重度認知症疾患療養体制加算 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院におい

て、入所者に対して、介護医療院サービスを行った場合。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）重度認知症疾患療養体制加算（Ⅰ） 

（一）要介護１又は要介護２      １日につき１４０単位 

（二）要介護３、要介護４又は要介護５ １日につき ４０単位 

（２）重度認知症疾患療養体制加算（Ⅱ） 

（一）要介護１又は要介護２      １日につき２００単位 

（二）要介護３、要介護４又は要介護５ １日につき１００単位 

＜施設基準・６８の６＞ 

イ 重度認知症疾患療養体制加算（Ⅰ）の基準 

（１）看護職員の数が、常勤換算方法で、当該介護医療院における指定短期入所療養介護の利用

者及び入所者（以下「入所者等」という。）の数の合計数が４又はその端数を増すごとに１以

上であること。ただし、そのうち当該介護医療院における入所者等の数を４をもって除した

数（その数が１に満たないときは、１とし、その数に１に満たない端数が生じるときはこれ

を切り上げるものとする。）から当該介護医療院における入所者等の数を６をもって除した数
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（その数が１に満たない端数が生じるときはこれを切り上げるものとする。）を減じた数の範

囲内で介護職員とすることができる。 

（２）当該介護医療院に専任の精神保健福祉士又はこれに準ずる者及び理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士がそれぞれ１名以上配置されており、各職種が共同して入所者等に対し介護

医療院サービスを提供していること。 

（３）入所者等が全て認知症の者であり、届出を行った日の属する月の前３月において日常生活

に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者

の割合が２分の１以上であること。 

（４）近隣の精神科病院と連携し、当該精神科病院が、必要に応じ入所者等を入院させる体制及

び当該精神科病院に勤務する医師の入所者等に対する診察を週４回以上行う体制が確保され

ていること。 

（５）届出を行った日の属する月の前３月間において、身体拘束廃止未実施減算を算定していな

いこと。 

ロ 重度認知症疾患療養体制加算（Ⅱ）の基準 

（１）看護職員の数が、常勤換算方法で、入所者等の数が４又はその端数を増すごとに１以上 

（２）当該介護医療院に専ら従事する精神保健福祉士又はこれに準ずる者及び作業療法士がそれ

ぞれ１名以上配置されており、各職種が共同して入所者等に対し介護医療院サービスを提供

していること。 

（３）６０平方メートル以上の床面積を有し、専用の器械及び器具を備えた生活機能回復訓練室

を有していること。 

（４）入所者等が全て認知症の者であり、届出を行った日の属する月の前３月において日常生活

に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから特に介護を必要とする認知症

の者の割合が２分の１以上であること。 

（５）近隣の精神科病院と連携し、当該精神科病院が、必要に応じ入所者等を入院させる体制及

び当該精神科病院に勤務する医師の入所者等に対する診察を週４回以上行う体制が確保され

ていること。 

（６）届出を行った日の属する月の前３月間において、身体拘束廃止未実施減算を算定していな

いこと。 
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（３６）排せつ支援加算 （Ⅰ）について１月につき１０単位 

（Ⅱ）について１月につき１５単位 

（Ⅲ）について１月につき２０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院において、

継続的に入所者ごとの排せつに係る支援を行った場合。ただし、いずれかの加算を算定している

場合においては、その他の加算は算定しない。 

＜大臣基準告示・７１の３＞ 

イ 排せつ支援加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）入所者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看護師が施

設入所時に評価し、その後少なくとも３月に１回評価するとともに、その評価結果等の情報

を厚生労働省に提出し、排せつ支援の実施に当たって、当該情報その他排せつ支援の適切か

つ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

（２）（１）の評価の結果、排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行うことにより、

要介護状態の軽減が見込まれるものについて、医師、看護師、介護支援専門員その他の職種

の者が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計

画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施していること。 

（３）（１）の評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直していること。 

ロ 排せつ支援加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）から（３）までのいずれにも適合すること。 

（２）次のいずれかに適合すること。 

（一）イ（１）の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時と比較

して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がないこ

と。 

（二）イ（１）の評価の結果、施設入所時におむつを使用していた者であって要介護状態の軽

減が見込まれるものについて、おむつを使用しなくなったこと。 

（三）イ（１）の評価の結果、施設入所時に尿道カテーテルが留置されていた者であって要介

護状態の軽減が見込まれるものについて、尿道カテーテルが抜去されたこと。 

ハ 排せつ支援加算（Ⅲ） イ（１）から（３）まで並びにロ（２）（一）及び（二）のいずれに

も適合すること。 
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（３７）自立支援促進加算 １月につき２８０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院において、

継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合。 

＜大臣基準告示・７１の４＞ 

次のいずれにも適合すること。 

イ 医師が入所者ごとに、施設入所時に自立支援に係る医学的評価を行い、その後少なくとも３

月に１回医学的評価の見直しを行うとともに、その医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に

提出し、自立支援の促進に当たって、当該情報その他自立支援の適切かつ有効な促進のために

必要な情報を活用していること。 

ロ イの医学的評価の結果、自立支援の促進が必要であるとされた入所者ごとに、医師、看護職

員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、自立支援に係る支援計画を策定

し、支援計画に従ったケアを実践していること。 

ハ イの医学的評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直しているこ

と。 

ニ 医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること。 

 

（３８）科学的介護推進体制加算 （Ⅰ）については１月につき４０単位 

（Ⅱ）については１月につき６０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院が、入所者

に対し介護医療院サービスを行った場合。ただし、いずれかの加算を算定している場合において

は、その他の加算は算定しない。 

＜大臣基準告示・９２の３＞ 

イ 科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

（２）必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、（１）に規定す

る情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

ロ 科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）に加えて、入所者ごとの疾病、服薬の状況等の情報を、厚生労働省に提出している

こと。 

（２）必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、イ（１）に規
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定する情報、（１）に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情

報を活用していること。 

 

（３９）長期療養生活移行加算 

介護療養型医療施設が令和５年度末に廃止となることを踏まえ、令和５年度末で廃止。 

 

（４０）安全対策体制加算 入所初日に限り２０単位 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院が、入

所者に対し、介護医療院サービスを行った場合。 

＜施設基準・６８の７＞ 

イ 介護医療院基準第４０条第１項に規定する基準に適合していること。 

ロ 介護医療院基準第４０条第１項第４号に規定する担当者が安全対策に係る外部における研修

を受けていること。 

ハ 当該介護医療院内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備されて

いること。 

＜参考＞介護医療院基準 

第四十条 介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置

を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号の報告の方法等が記載された事故発生の防止のため

の指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

（４１）高齢者施設等感染対策向上加算 （Ⅰ）については１月につき１０単位 

（Ⅱ）については１月につき ５単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院が、入所者

に対して介護医療院サービスを行った場合。 

＜大臣基準告示・１００の５＞ 
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イ 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保してい

ること。 

（２）介護医療院基準第３４条第１項本文に規定する協力医療機関その他の医療機関（以下「協

力医療機関等」という。）との間で、感染症（新興感染症を除く。以下同じ。）の発生時等の対

応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に、協力医療機関等と連携し適切に対応してい

ること。 

（３）感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関等が行う院内感

染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること。 

ロ 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） 感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、

３年に１回以上、施設内で感染者が発生した場合の対応に係る実地指導を受けていること。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（４３） 

①高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）は、高齢者施設等における平時からの感染対策の実

施や、感染症発生時に感染者の対応を行う医療機関との連携体制を評価するものであるこ

と。 

②高齢者施設等において感染対策を担当する者が、医療機関等が行う院内感染対策に関する

研修又は訓練に少なくとも１年に１回以上参加し、指導及び助言を受けること。院内感染

対策に関する研修又は訓練については、診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示

第５９号）別表第１医科診療報酬点数表の区分番号Ａ２３４－２に規定する感染対策向上

加算（以下、「感染対策向上加算」という。）又は医科診療報酬点数表の区分番号Ａ０００

に掲げる初診料の注１１及び再診料の注１５に規定する外来感染対策向上加算に係る届出

を行った医療機関が実施する院内感染対策に関するカンファレンス又は訓練や職員向けに

実施する院内感染対策に関する研修、地域の医師会が定期的に主催する院内感染対策に関

するカンファレンス又は訓練を対象とする。 

③介護医療院基準第３３条第２項に基づき、介護職員その他の従業員に対して実施する感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機関等にお

ける研修又は訓練の内容を含めたものとすること。 

④介護医療院基準第３４条第３項において、介護医療院は、施設の入居者が新興感染症に感

染した際に、感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症発生時

等における対応を取り決めるよう努めることとしており、加算の算定に当たっては、第二

種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保しているこ

と。新興感染症発生時等の対応としては、感染発生時等における相談、感染者の診療、入

院の要否の判断等が求められることから、本加算における連携の対象となる第二種協定指
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定医療機関は診療所、病院に限る。なお、第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護

ステーションとの連携を行うことを妨げるものではない。 

⑤季節性インフルエンザやノロウイルス感染症、新型コロナウイルス感染症など特に高齢者

施設等において流行を起こしやすい感染症について、協力医療機関等と連携し、感染した

入居者に対して適切に医療が提供される体制が構築されていること。特に新型コロナウイ

ルス感染症については、「高齢者施設等における医療機関との連携体制等にかかる調査の結

果について（令和５年１２月７日付事務連絡）」のとおり新型コロナウイルス感染症の対応

を行う医療機関との連携状況等を調査しており、引き続き感染者の対応が可能な医療機関

との連携体制を確保していること。 

 

＜参考＞老企第４０号第２の８（４４） 

①高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）は、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関

から、少なくとも３年に１回以上、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実

地指導を受けている場合に、月１回算定するもの。 

②実地指導については、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関において設置された

感染制御チームの専任の医師又は看護師等が行うことが想定される。 

③介護医療院基準第３３条第２項に基づき、介護職員その他の従業員に対して実施する感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機関による

実地指導の内容を含めたものとすること。 

 

（４２）新興感染症等施設療養費 １月に１回、連続する５日を限度として 

１日につき２４０単位 

介護医療院が、入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、

入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者に対し、適切な感染対

策を行った上で、介護医療院サービスを行った場合。 

＜参考＞老企第４０号第２の８（４５） 

①新興感染症等施設療養費は、新興感染症のパンデミック発生時等において、施設内で感染

した高齢者に対して必要な医療やケアを提供する観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避

ける観点から、必要な感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染した高齢者の

療養を施設内で行うことを評価するものである。 

②対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生労働大臣が指

定する。令和６年４月時点においては、指定している感染症はない。 

③適切な感染対策とは、手洗いや個人防護具の着用等の標準予防策（スタンダード・プリコ
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ーション）の徹底、ゾーニング、コホーティング、感染者以外の入所者も含めた健康観察

等を指し、具体的な感染対策の方法については、「介護現場における感染対策の手引き（第

３版）」を参考とすること。 

 

（４３）生産性向上推進体制加算 （Ⅰ）については１月につき１００単位 

（Ⅱ）については１月につき １０単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院において、

入所者に対して介護医療院サービスを行った場合。ただし、いずれかの加算を算定している場合

においては、その他の加算は算定しない。（※内容については、別途通知（「生産性向上推進体制

加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」）を参照すること。） 

＜大臣基準告示・１００の５の２＞ 

イ 生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会において、次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を

定期的に確認していること。 

（一）業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」とい

う。）を活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保 

（二）職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

（三）介護機器の定期的な点検 

（四）業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修 

（２）（１）の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の負担

軽減に関する実績があること。 

（３）介護機器を複数種類活用していること。 

（４）（１）の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確

保並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえ、必要な取組を実施し、及

び当該取組の実施を定期的に確認すること。 

（５）事業年度ごとに（１）、（３）及び（４）の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。 

ロ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）イ（１）に適合していること。 

（２）介護機器を活用していること。 

（３）事業年度ごとに（２）及びイ（１）の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。 
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（４４）サービス提供体制強化加算 （Ⅰ）については１日につき２２単位 

（Ⅱ）については１日につき１８単位 

（Ⅲ）については１日につき ６単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護医療院が、入所者

に対し介護医療院サービスを行った場合。ただし、いずれかの加算を算定している場合において

は、その他の加算は算定しない。 

＜大臣基準告示・１００の６＞ 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

（一）介護医療院の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の８０以上で

あること。 

（二）介護医療院の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合が

１００分の３５以上であること。 

（２）提供する介護医療院サービスの質の向上に資する取組を実施していること。 

（３）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）介護医療院の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以上であ

ること。 

（２）イ（３）に該当するものであること。 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）次のいずれかに適合すること。 

（一）介護医療院の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上で

あること。 

（二）介護医療院の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の７５以

上であること。 

（三）指定短期入所療養介護又は介護医療院サービスを利用者又は入所者に直接提供する職員

の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

（２）イ（３）に該当するものであること。 

 

（４５）介護職員等処遇改善加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式によ
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る届出を行った介護医療院が、入所者に対し、介護医療院サービスを行った場合。ただし、いず

れかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算定しない。（※詳細は、「介護職員

等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照

すること。） 

（１）介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 算定した単位数の１０００分の５１に相当する単位数 

（２）介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 算定した単位数の１０００分の４７に相当する単位数 

（３）介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 算定した単位数の１０００分の３６に相当する単位数 

（４）介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 算定した単位数の１０００分の２９に相当する単位数 

＜大臣基準告示・１００の７＞ 

イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

（１）介護職員その他の職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改善」という。）につ

いて、次のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額（賃金改善に伴う法定

福利費等の事業主負担の増加分を含むことができる。以下同じ。）が介護職員等処遇改善加算

の算定見込額以上となる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講

じていること。 

（一）当該介護医療院が仮に介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）を算定した場合に算定することが

見込まれる額の２分の１以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てるものであ

ること。 

（二）当該介護医療院において、介護福祉士であって、経験及び技能を有する介護職員と認め

られる者（以下「経験・技能のある介護職員」という。）のうち一人は、賃金改善後の賃金

の見込額が年額４４０万円以上であること。ただし、介護職員等処遇改善加算の算定見込

額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでな

いこと。 

（２）当該介護医療院において、（１）の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実

施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等処遇改善計画書

を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。 

（３）介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪

化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金

水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について

都道府県知事に届け出ること。 

（４）当該介護医療院において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を都

道府県知事に報告すること。 

（５）算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金
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法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せ

られていないこと。 

（６）当該介護医療院において、労働保険料の納付が適正に行われていること。 

（７）次のいずれにも適合すること。 

（一）介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するもの

を含む。）を定めていること。 

（二）（一）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（三）介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研

修の機会を確保していること。 

（四）（三）について、全ての介護職員に周知していること。 

（五）介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に

昇給を判定する仕組みを設けていること。 

（六）（五）について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（８）（２）の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するもの

を除く。）及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。 

（９）（８）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表

していること。 

（１０）介護医療院サービス費におけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれか

を届け出ていること。 

ロ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） イ（１）から（９）までのいずれにも適合すること。 

ハ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） イ（１）（一）及び（２）から（８）までのいずれにも適合

すること。 

ニ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） イ（１）（一）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）

まで及び（８）のいずれにも適合すること。 

 

※令和７年３月３１日までの間は、介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）～（１４）を算定するこ

とができる。 


